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抜
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選

考
 

氏
 
 
 

名
 

 

「
小

論
文
」

 
問
題
用

紙
（

１
／

２
）

 

受 験 番 号
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

採
 
点

 

 問問
題題
  
以以
下下
はは
、、
「「
専専
業業
主主
婦婦
世世
帯帯
、、

33
割割
下下
回回
るる
」」
とと
いい
うう
タタ
イイ
トト
ルル
のの
新新
聞聞
記記
事事
でで
ああ
るる
。。
ここ
のの
文文
章章
をを
読読
みみ
、、
要要
約約
すす
るる
とと
とと
もも
にに
、、
本本
文文
のの
内内
容容

にに
即即
しし
、、
現現
在在
のの
わわ
がが
国国
のの
労労
働働
環環
境境
にに
対対
すす
るる
ああ
なな
たた
のの
意意
見見
をを
述述
べべ
なな
ささ
いい
。。
なな
おお
、、
要要
約約
とと
合合
わわ
せせ
てて

8800
00
字字
以以
内内
とと
すす
るる
。。

  
 
国
内
の
専
業
主
婦
世
帯

の
割

合
が

2
0
2
2
年

に
初

め
て

夫
婦

が
い

る
全

世
帯

の
3
割

を
下

回
っ

た
。
こ

の
2
0
年

で
専

業
世

帯
は

約
3
5
0

万
減
っ
て

5
3
9
万
に
な
り
、

共
働

き
世

帯
の

半
分

以
下

に
な

っ
た

。
「

年
収

の
壁

」
((
※※
注注
))
な

ど
専

業
世
帯

を
前

提
と

し
た

昭
和

モ
デ

ル
が
根
強
く
残
り
、
女
性

の
非

正
規

雇
用

率
が

高
止

ま
り

す
る

い
び

つ
さ

は
拡

大
し

て
い

る
。

 

労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構

に
よ

る
と

、
2
2
年

に
妻

が
無

収
入

の
専

業
世

帯
は

2
0
年

で
4
割

減
り

、
共

働
き

世
帯

は
3
割

増
の

1
2
6
2

万
だ
っ
た
。
夫
婦
が
い
る

世
帯

全
体

に
占

め
る

専
業

世
帯

の
割

合
は

2
9
.
9
%
に

な
っ

た
。

 

 

 
 日
本
女
子
大
の
周
燕
飛

教
授

に
よ

る
と

、
い

ま
の

専
業

世
帯

の
う

ち
「

経
済

的
に

働
く

必
要

が
無

い
」

「
健

康
不

良
・

介
護

な
ど

家

族
の
ケ
ア
負
担
が
重
い
」

な
ど

の
理

由
で

働
か

な
い

層
が

約
3
分

の
1
を

占
め

る
。

子
育

て
に

専
念

し
た

い
層

が
約

3
分

の
2
だ

と
い

う
。
 

2
2
年
の
総
務
省
の
労
働

力
調

査
で

は
、
妻

が
2
5
〜

3
4
歳

の
専

業
比

率
は

2
4
.
6
%
で

5
5
〜

6
4
歳

の
世

帯
は

3
3
.
6
%
。
若

年
層

の
専

業
世

帯
の
割
合
は
低
い
。
 

4
0
年
以
上
前
の

1
9
8
0
年

は
専

業
世

帯
は

1
1
1
4
万

と
6
割

強
だ

っ
た

。
政

府
も

専
業

世
帯

が
主

流
だ

っ
た

状
況

を
前

提
に

各
種

制
度

を
整
備
し
た
。
8
5
年
に
会
社

員
ら

の
配

偶
者

は
保

険
料

を
払

わ
ず

に
老

齢
基

礎
年

金
を

受
け

取
れ

る
第

3
号

被
保

険
者

制
度

を
導

入
。

8
7
年
に
は
配
偶
者
特
別
控

除
を

設
け

た
。

 

そ
の
後
は
女
性
の
社
会

進
出

が
進

み
、

9
2
年

に
専

業
と

共
働

き
の

世
帯

数
が

逆
転

し
た

。
産

業
構

造
の

転
換

で
サ

ー
ビ

ス
業

の
比

重

が
増
し
、
事
務
・
販
売
職
が

増
え

た
の

に
加

え
、

高
齢

化
で

需
要

が
高

ま
っ

た
医

療
・

介
護

へ
多

く
の

女
性

が
就

業
し

た
。

 

共
働
き
世
帯
が
増
え
る
に

つ
れ

、
専

業
世

帯
を

前
提

と
す

る
制

度
と

実
社

会
の

乖
離

（
か

い
り

）
は

広
が

っ
た

。
男

性
が

主
に

家
計

を
担
う
考
え
に
基
づ
く
昭
和

の
社

会
保

障
モ

デ
ル

が
「

年
収

の
壁

」
と

な
り

、
女

性
が

男
性

と
同

等
に

働
く

の
を

阻
ん

だ
。

 

会
社
員
や
公
務
員
の
夫
に

扶
養

さ
れ

る
場

合
、

そ
の

妻
は

年
収

が
一

定
額

以
下

で
あ

れ
ば

社
会

保
険

料
が

免
除

さ
れ

る
。

年
収

1
0
6

万
円
や

1
3
0
万
円
と
い
っ
た

壁
が

あ
り

、
こ

れ
ら

の
金

額
を

上
回

れ
ば

社
会

保
険

料
の

負
担

が
発

生
し

、
手

取
り

が
減

る
。

 

 

 
 

壁
の
範
囲
内
で
働
こ
う
と

就
業

調
整

し
て

非
正

規
を

選
ぶ

女
性

は
多

い
。

税
制

面
で

も
パ

ー
ト

な
ど

短
時

間
労

働
者

の
場

合
、

給
与

収
入
が
一
定
額
以
下
で
あ
れ

ば
、

会
社

員
ら

の
配

偶
者

は
配

偶
者

控
除

の
適

用
を

受
け

ら
れ

る
。

 

政
府
は

2
3
年
の
男
女
共

同
参

画
白

書
で
「

働
き

た
い

女
性

が
就

業
調

整
を

意
識

し
な

く
て

済
む

」
環

境
を

整
備

す
る

と
し

て
配

偶
者

控
除
を
含
む
各
種
控
除
の

見
直

し
を

進
め

る
と

表
明

。
与

党
の

税
制

改
正

論
議

で
こ

れ
ま

で
も

論
点

と
な

っ
た

も
の

の
、

抜
本

改
正

は

見
送
ら
れ
て
い
る
。
 

昭
和

女
子
大

学
 
グ

ロ
ー

バ
ル

ビ
ジ

ネ
ス
学
部
  

会
計

フ
ァ
イ

ナ
ン
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学
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度
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合

型
選

抜
入

学
試
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選
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「
小

論
文
」

 
問
題
用

紙
（

１
／

２
）

 

受 験 番 号
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

採
 
点

 

 問問
題題
  
以以
下下
はは
、、
「「
専専
業業
主主
婦婦
世世
帯帯
、、

33
割割
下下
回回
るる
」」
とと
いい
うう
タタ
イイ
トト
ルル
のの
新新
聞聞
記記
事事
でで
ああ
るる
。。
ここ
のの
文文
章章
をを
読読
みみ
、、
要要
約約
すす
るる
とと
とと
もも
にに
、、
本本
文文
のの
内内
容容

にに
即即
しし
、、
現現
在在
のの
わわ
がが
国国
のの
労労
働働
環環
境境
にに
対対
すす
るる
ああ
なな
たた
のの
意意
見見
をを
述述
べべ
なな
ささ
いい
。。
なな
おお
、、
要要
約約
とと
合合
わわ
せせ
てて

8800
00
字字
以以
内内
とと
すす
るる
。。

  
 
国
内
の
専
業
主
婦
世
帯
の

割
合

が
2
0
2
2
年

に
初

め
て

夫
婦

が
い

る
全

世
帯
の

3
割
を
下
回
っ
た
。
こ
の

2
0
年
で
専
業
世
帯
は
約

3
5
0

万
減
っ
て

5
3
9
万
に
な
り
、
共

働
き

世
帯

の
半

分
以

下
に

な
っ

た
。

「
年

収
の
壁
」
((
※※
注注

))
な
ど
専
業
世
帯
を
前
提
と
し
た
昭
和
モ
デ

ル
が
根
強
く
残
り
、
女
性
の

非
正

規
雇

用
率

が
高

止
ま

り
す

る
い

び
つ

さ
は

拡
大
し
て
い
る
。
 

労
働
政
策
研
究
・
研
修
機

構
に

よ
る

と
、
2
2
年

に
妻

が
無

収
入

の
専

業
世
帯
は

2
0
年
で

4
割
減
り
、
共
働
き
世
帯
は

3
割
増
の

1
2
6
2

万
だ
っ
た
。
夫
婦
が
い
る
世

帯
全

体
に

占
め

る
専

業
世

帯
の

割
合

は
2
9
.
9
%
に
な
っ
た
。
 

 

 
 日
本
女
子
大
の
周
燕
飛
教
授

に
よ

る
と

、
い

ま
の

専
業

世
帯

の
う

ち
「

経
済
的
に
働
く
必
要
が
無
い
」
「
健
康
不
良
・
介
護
な
ど
家

族
の
ケ
ア
負
担
が
重
い
」
な
ど

の
理

由
で

働
か

な
い

層
が

約
3
分

の
1
を

占
め
る
。
子
育
て
に
専
念
し
た
い
層
が
約

3
分
の

2
だ
と
い

う
。
 

2
2
年
の
総
務
省
の
労
働
力
調

査
で

は
、
妻

が
2
5
〜

3
4
歳

の
専

業
比

率
は

2
4
.
6
%
で

5
5
〜
6
4
歳
の
世
帯
は

3
3
.
6
%
。
若
年
層
の
専
業
世

帯
の
割
合
は
低
い
。
 

4
0
年
以
上
前
の

1
9
8
0
年

は
専

業
世

帯
は

1
1
1
4
万

と
6
割

強
だ

っ
た

。
政
府
も
専
業
世
帯
が
主
流
だ
っ
た
状
況
を
前
提
に
各
種
制
度

を
整
備
し
た
。
8
5
年
に
会
社

員
ら

の
配

偶
者

は
保

険
料

を
払

わ
ず

に
老

齢
基

礎
年
金
を
受
け
取
れ
る
第

3
号
被
保
険
者
制
度
を
導
入
。

8
7
年
に
は
配
偶
者
特
別
控
除
を

設
け

た
。

 

そ
の
後
は
女
性
の
社
会
進

出
が

進
み

、
9
2
年

に
専

業
と

共
働

き
の

世
帯

数
が
逆
転
し
た
。
産
業
構
造
の
転
換
で
サ
ー
ビ
ス
業
の
比
重

が
増
し
、
事
務
・
販
売
職
が

増
え

た
の

に
加

え
、

高
齢

化
で

需
要

が
高

ま
っ

た
医
療
・
介
護
へ
多
く
の
女
性
が
就
業
し
た
。
 

共
働
き
世
帯
が
増
え
る
に

つ
れ

、
専

業
世

帯
を

前
提

と
す

る
制

度
と

実
社

会
の
乖
離
（
か
い
り
）
は
広
が
っ
た
。
男
性
が
主
に
家
計

を
担
う
考
え
に
基
づ
く
昭
和

の
社

会
保

障
モ

デ
ル

が
「

年
収

の
壁

」
と

な
り

、
女
性
が
男
性
と
同
等
に
働
く
の
を
阻
ん
だ
。
 

会
社
員
や
公
務
員
の
夫
に

扶
養

さ
れ

る
場

合
、

そ
の

妻
は

年
収

が
一

定
額

以
下
で
あ
れ
ば
社
会
保
険
料
が
免
除
さ
れ
る
。
年
収

1
0
6

万
円
や

1
3
0
万
円
と
い
っ
た
壁

が
あ

り
、

こ
れ

ら
の

金
額

を
上

回
れ

ば
社

会
保
険
料
の
負
担
が
発
生
し
、
手
取
り
が
減
る
。
 

 

 
 

壁
の
範
囲
内
で
働
こ
う
と

就
業

調
整

し
て

非
正

規
を

選
ぶ

女
性

は
多

い
。

税
制
面
で
も
パ
ー
ト
な
ど
短
時
間
労
働
者
の
場
合
、
給
与

収
入
が
一
定
額
以
下
で
あ
れ

ば
、

会
社

員
ら

の
配

偶
者

は
配

偶
者

控
除

の
適

用
を
受
け
ら
れ
る
。
 

政
府
は

2
3
年
の
男
女
共

同
参

画
白

書
で
「

働
き

た
い

女
性

が
就

業
調

整
を
意
識
し
な
く
て
済
む
」
環
境
を
整
備
す
る
と
し
て
配
偶
者

控
除
を
含
む
各
種
控
除
の
見

直
し

を
進

め
る

と
表

明
。

与
党

の
税

制
改

正
論
議
で
こ
れ
ま
で
も
論
点
と
な
っ
た
も
の
の
、
抜
本
改
正
は

見
送
ら
れ
て
い
る
。
 

昭
和

女
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ロ
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バ
ル

ビ
ジ

ネ
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学
部
  

会
計

フ
ァ
イ

ナ
ン
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学

科
 

 
 

 
 
 
 

 
  

２
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２
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年

度
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型
選

抜
入
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試
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次
選

考
 

氏
 
 
 

名
 

 

「
小

論
文
」

 
問
題
用

紙
（

２
／

２
）

 

受 験 番 号
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

採
 
点

 

 企
業
の
配
偶
者
手
当
も
就
労

調
整

の
要

因
の

ひ
と

つ
だ

。
厚

生
労

働
省

は
1
6
年
に
女
性
の
就
労
環
境
の
改
善
に
向
け
、
配
偶
者
手
当

の
あ
り
方
に
つ
い
て
企
業
に

廃
止

を
含

め
た

検
討

を
要

請
し

た
。

 

共
働
き
は
増
え
て
も
こ
う

し
た

制
度

が
女

性
の

非
正

規
雇

用
の

高
止

ま
り

を
助
長
す
る
。
厚
労
省
に
よ
る
と

1
9
8
5
〜
2
0
2
1
年
、
共
働

き
で
妻
が
フ
ル
タ
イ
ム
の
世

帯
は

5
.
4
%
増

の
一

方
、

妻
が

パ
ー

ト
タ

イ
ム

の
世
帯
は

3
倍
近
く
に
増
え
た
。
 

2
2
年
の
総
務
省
の
就
業
構

造
基

本
調

査
に

よ
る

と
「

正
規
・
非

正
規

」
の

夫
婦
の
組
み
合
わ
せ
は
共
働
き
世
帯
の

6
割
弱
を
占
め
「
正

規
・
正
規
」
を
上
回
る
。
女
性

の
場

合
、
出

産
を

機
に

非
正

規
雇

用
と

な
り
、
正
規
に
戻
り
に
く
く
な
る
「
L
字
カ
ー
ブ
」
の
問
題
も
あ

る
。
 

公
的
年
金
は

5
年
に

1
度

の
財

政
検

証
を

も
と

に
必

要
な

制
度

を
改

革
す
る
が
、
検
証
の
モ
デ
ル
世
帯
は
今
な
お
専
業
世
帯
だ
。
所

得
代
替
率
（
年
金
給
付
水
準
）

が
将

来
的

に
ど

う
推

移
す

る
か

の
見

通
し

は
モ
デ
ル
世
帯
を
基
準
に
示
さ
れ
て
お
り
、
共
働
き
世
帯
の

実
態
か
ら
か
け
離
れ
て
い
る
と

の
指

摘
も

あ
る

。
 

日
本
女
子
大
の
周
教
授
は
「

女
性

の
家

事
負

担
軽

減
や

、
賃

金
上

昇
に

つ
な
が
る
キ
ャ
リ
ア
支
援
と
並
行
し
、
共
働
き
を
前
提
と
し

た
社
会
モ
デ
ル
を
構
築
す
る
必

要
が

あ
る

」
と

話
す

。
 

 

((
※※

注注
))
「「
年年

収収
のの
壁壁
」」
  

配
偶

者
に

扶
養

さ
れ

る
パ

ー
ト

や
ア

ル
バ

イ
ト

労
働

者
に

つ
い

て
、

年
収

が
一
定

額
に
達

す
る

と
税

金
や
社

会
保
険

料
が

天
引

き
さ

れ
、

手
取

り
が

減
少

し
て
し

ま
う

問
題

。
世

帯
収

入
へ

の
影

響
を

懸
念

し
、
勤
務

時
間
を

抑
制

す
る

人
が
少

な
く
な

い
。

こ
う

し
た

就

業
調
整
が
、
日
本
が
足
元
で
直

面
す

る
人

手
不

足
に

拍
車

を
か

け
て

い
る

と
の
指
摘
が
あ
る
。
 

年
収
が
「
1
0
3
万
円
の
壁
」
を

超
え

る
と

所
得

税
が

、
1
0
1
人

以
上

の
企

業
の
場
合
は
「
1
0
6
万
円
の
壁
」
で
社

会
保
険
料
が
か
か
る

。

そ
の
対
象
で
な
い
場
合
も
「

1
3
0
万

円
の

壁
」

で
配

偶
者

の
年

金
扶

養
か

ら
外
れ
社
会
保
険
を
払
う
必
要
が
あ
る
。
「
1
5
0
万
円
の
壁
」

で
配
偶
者
特
別
控
除
が
縮
小

す
る

。
 

 

 
 
厚
生
労
働
省
は
壁
を
意
識
せ

ず
働

け
る

よ
う

、
2
5
年

の
年

金
制

度
改

正
に
向
け
、
短
時
間
労
働
者
へ
の
厚
生
年
金
の
適
用
拡
大
や
、

第
3
号
被
保
険
者
制
度

の
見
直

し
を

進
め

る
。

ま
た

当
面

の
対

応
と

し
て

、
政
府
は
雇
用
保
険
料
を
財
源
に
壁
を
越
え
て
も
手
取
り
が

減
ら
な
い
よ
う
、
賃
上
げ
な

ど
に

取
り

組
む

企
業

を
対

象
に

し
た

助
成

金
制
度
を
創
設
す
る
方
針
も
示
し
て
い
る
。
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